島根県県民いきいき活動促進基本方針・行動計画に係るアンケート調査
（任意団体対象）　
	団体名
	

	記入者の職・氏名
	

	連絡先電話番号
	

	活動歴
	　　　　　　　　　　　年


平成２４年３月に改訂した「島根県県民いきいき活動促進基本方針」(以下「基本方針」という。)では「県民いきいき活動の促進」と「協働の推進」を２つの柱として施策を進めることとしていますが、これらの取り組みにより、平成２４年度から平成２７年度までの計画期間中に、とりまく環境、状態がどのように変化、改善したのか、評価と検証を行うため、貴団体の現状やお考えをお聞きします。
※平成２７年４月１日現在の内容でご記入ください。

【この調査での用語の定義】
	「ＮＰＯ」とは
	　ＮＰＯの概念は、狭い意味から広い意味までありますが、この調査では、ＮＰＯ法人をはじめ、ボランティア団体、市民活動団体、公益法人、自治会等も含む最も広い意味のものとします。

	「協働」とは
	　様々な定義がありますが、この調査では、ＮＰＯ、企業、行政等が、共通の目標を達成するために、自立した対等な立場で、相互に協力して活動することと捉えています。

	「県民いきいき活動」とは
	島根県県民いきいき活動促進条例において、「営利を目的とせず、不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与することを目的として、自発的に行われる活動」と定義をしています。


Ⅰ 活動基盤等関係
問１　貴団体が行われている活動分野について、重点的に実施されているものから順に３つまで選択し、回答欄に数字を記入してください。
　 　
１　保健、医療又は福祉の増進を図る活動
２　社会教育の推進を図る活動
３　まちづくりの推進を図る活動

４　観光の振興を図る活動

５　農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動
６　学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る活動
７　環境の保全を図る活動
８　災害救援活動
９　地域安全活動
１０　人権の擁護又は平和の推進を図る活動
１１　国際協力の活動
１２　男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
１３　子どもの健全育成を図る活動
１４　情報化社会の発展を図る活動
１５　科学技術の振興を図る活動
１６　経済活動の活性化を図る活動
１７　職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動
１８　消費者の保護を図る活動
１９　上記の活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動
２０　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
【回答欄】

	１番目
	２番目
	３番目

	
	
	


問２　いま現在の貴団体の正会員数をご記入ください。

   　正会員数 （　　　　）名  　（うち個人：　　　　名 ／ 団体：　　　　　団体）
問３　貴団体の事務局スタッフの体制（役員兼務も含む）について伺います。
　　　該当する項目を○印で選択し（複数選択可）、それぞれの人数をご記入ください。
非常勤スタッフは、常勤換算数もご記入ください。　

※常勤換算例：非常勤5名の勤務時間合計が常勤1名分の場合→非常勤5、常勤換算1

１　有給常勤スタッフ    (　　　  　名)
２  有給非常勤スタッフ  (　　　    名)・常勤換算（　　　　　人役）
３　無給常勤スタッフ    (　　　  　名)
４　無給非常勤スタッフ  (　　　  　名)・常勤換算（　　　　　人役）
５　特定の事務局スタッフはいない
問４　貴団体の主な活動収入について伺います。昨年度において、割合が高かったものから順に３つまで選択し、回答欄に数字を記入してください。
１　会費
２　寄附金
３　自主事業による収入 
４　民間等からの助成金（財団・共同募金会等）
５　行政からの補助金・助成金
６　行政からの業務委託費

７　その他（    　　　　　　　　　　　    )
【回答欄】

	１番目
	２番目
	３番目

	
	
	


問５　貴団体が、活動の中で苦労されている点について伺います。次の項目について、苦労されている度合いとして、項目毎にあてはまるもの１つに○をつけてください。
	項目
	苦労している
	やや苦労している
	どちらともいえない
	あまり苦労していない
	苦労していない

	１　活動資金の調達
	
	
	
	
	

	２　人材確保
	
	
	
	
	

	３　人材育成
	
	
	
	
	

	４　経理
	
	
	
	
	

	５　労務管理
	
	
	
	
	

	６　事務所や活動場所の確保
	
	
	
	
	

	７　多様な主体（ＮＰＯ、企業、自治会、行政等）との交流・連携、ﾈｯﾄﾜｰｸづくり
	
	
	
	
	

	８　情報の収集
	
	
	
	
	

	９　情報の発信
	
	
	
	
	

	10　その他（　 　　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	


Ⅱ 成果指標関係
問６　平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの1年間で、貴団体へ寄附された方（団体）の延べ件数と総額を教えてください（お一人（同一団体）から２回の寄附があれば２件、寄附がまったくない場合は０（ゼロ）件と数えてください）。
注１：募金箱など、相手方の特定できない寄附については除く

注２：「しまね社会貢献基金」への寄附については除く
	件


	円


問７　貴団体は、現在、３団体以上で構成し、かつ一定のルール（いわゆる会則）を設けているネットワークに加入していますか？加入している場合は、いくつのネットワークに加入しているか教えてください（加入していない場合は０（ゼロ）と記入してください）。

      また、加入している場合は、加入ネットワークの名称を記入してください。
注：特定のイベントのために集まった実行委員会等は除く
	加入ネットワーク数：


　　　
加入ネットワーク名称
	　

	

	

	

	


問８　貴団体では、協働して事業を行われたことがありますか。該当する番号を○印で選択してください。

　　　１　ある（問８－２へ）

２　ない（問８－３へ）
問８－２　問８で「ある」と答えられた団体に伺います。

　　（１）貴団体が協働したことがある相手を○印で選択し、あわせてその頻度を（　）の中からそれぞれ○印で選択してください。

　　　１　国（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）

　　　２　県（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　３　市町村（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　４　企業（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）

５　その他の団体等（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　（２）その際の協働の形態であてはまるものすべてを○印で選択し、あわせてその頻度を（　）の中からそれぞれ○印で選択してください。
　　　１　共催による事業実施（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　２　ＮＰＯ事業に対する後援（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　３　事業受託（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　４　ＮＰＯ事業への財政支援（補助金・助成金等）（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　５　施策や事業に対する提言（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
　　　６　その他（　　　　　　　　　）（①ほぼ毎年　②数年に一度　③一回のみ　④その他）
問８－３　問８で「ない」と答えられた団体に伺います。主な理由を１つ、○印で選択してください。

　　　１　協働する機会がなかった

２　行政に対して協働提案を行ったが、採用（採択）されなかった

３　人員等の制約など協働を実施する体制が整っていない

　　　４　協働することに関心がない

　　　５　行政と方向性に相違がある

　　　６　協働を知らなかった

　　　７　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問９　　行政と「協働」する際の課題や問題点がありますか。該当する番号を１つ、○印で選択してください。
　　　１　ある
　　　２　ない

　　　３　わからない

問９－２　　問９で「ある」とお答えの団体に伺います。よりよい協働を行うためには、どのようなことを行う必要があると思われますか。必要性が高いと思われる順に３つまで選択し、回答欄に数字を記入してください。
１　協働の定義の明確化　　　　　　　　　

２　協働事業についての情報提供　　　　　

３　行政とＮＰＯとの出会いの場づくり　　

４　合意形成に向けての十分な協議　　　　

５　役割（責任）分担の明確化
６　事業経費・手続きに関する見直し

７　ＮＰＯの活動基盤の充実　
８　ＮＰＯ側の協働についての理解促進

９　行政側の協働についての理解促進

１０　協働結果の効果検証
　　１１　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

【回答欄】

	１番目
	２番目
	３番目

	
	
	


問１０　貴団体において、平成２５年４月１日から平成２７年３月３１日までの２年間に、企業や行政が実施する提案公募型協働事業に提案したことがありますか？あてはまるもの１つに○をつけて、「1ある」の場合は（　）の中の相手方を○印で選択してください。
　　　１　ある（　①企業　　②行政　　③企業と行政の両方　）（設問１１へ）
　　　２　ない（設問１３へ）
問１１　設問１０で「１ある」と回答された団体にお聞きします。提案したもののうち、直近で採択された事業について、協力者（相談相手）として協働相手方との仲介をしてくれた人がいましたか？あてはまるものに○をつけてください。（複数回答可）
　　　１　ＮＰＯ法人・ボランティア団体
２　民間企業（事業担当者or協働担当者）
　　　３　ふるさと島根定住財団
　　　４　市町村（事業担当者or協働担当者）
　　　５　県庁各課・県の出先機関
　　　６　県ＮＰＯ活動推進室
７　協力者はいなかった　
問１２　設問１１で回答された直近の採択事業について、以下の①から⑤の項目をそれぞれ自己評価するなら、どれにあてはまりますか？あてはまるもの１つに○をつけてください。
①団体と行政（企業）の双方は、パートナー関係であることを常に意識し、対等な立場で事業に取り組めましたか（取り組めていますか）？
　　１　そう思う
　　２　ややそう思う
　　３　どちらともいえない
　　４　あまり思わない
　　５　思わない
②事業の企画段階から評価の段階にいたるまで、目的、手段、手法などについて対話を重ね、双方の「合意」に基づいて事業を実施できましたか（実施できていますか）？
　　１　そう思う
　　２　ややそう思う
　　３　どちらともいえない
　　４　あまり思わない
　　５　思わない
③協働することで、単独で行うよりも、より高い効果が得られましたか（得られそうですか）？
　　１　そう思う
　　２　ややそう思う
　　３　どちらともいえない
　　４　あまり思わない
　　５　思わない
④双方の役割分担は明確にしていましたか（していますか）？
　　１　そう思う
　　２　ややそう思う
　　３　どちらともいえない
　　４　あまり思わない
　　５　思わない
⑤協働事業の取組内容や取組成果などについて、Ｗｅｂ上など、広く情報を公開していますか？
　　１　そう思う
　　２　ややそう思う
　　３　どちらともいえない
　　４　あまり思わない
　　５　思わない

問１３　今後、県と協働したいですか。あてはまるもの１つに○をつけてください。
　　１　協働したい
　　２　協働したくない
　　３　どちらともいえない
　　４　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問１４　問１３で「１協働したい」と答えた団体にお聞きします。どちらかに○をつけてください。
　　１　具体的な協働のテーマがある

　　　（協働のテーマ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　２　これから検討したい
問１５　県では協働を進めるために、NPOと行政の出会いや課題共有などの関係づくりを重視した施策を検討しています。貴団体のご希望をお聞かせください。
　　１　行政との出会いの場があれば参加したい

　　２　参加したくない

　　３　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

Ⅲ　基本方針（H24～27）の施策評価関係
問１６　基本方針に掲げる柱の１つである「県民いきいき活動の普及・深化」に含まれるそれぞれの事業項目（○数字をつけたもの）について、島根県の取り組みが進んだと思われる度合いを５段階で評価し、数字（最低1～最高5）を記入してください。なお、評価材料がなく判断ができない場合は数字「0」を記入してください。
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問１６－２　上記の「県民いきいき活動の普及・深化」の各事業項目（①～④）のうち、今後、最も優先的に推進していくべきと思われる事業を選択し、数字で記入してください。

　　　＿　
問１７　基本方針に掲げる柱の１つである「協働の普及・深化」に含まれるそれぞれの事業項目について、島根県の取り組みが進んだと思われる度合いを５段階で評価してください。なお、評価材料がなく判断ができない場合は数字「0」を記入してください。


問１７－２　上記の「協働の普及・深化」の各事業項目（①～④）のうち、今後、最も優先的に推進していくべきと思われる事業を選択し、数字で記入してください。

　　　＿　
問１８　基本方針に掲げる「体制の整備」に含まれるそれぞれの事業項目について、島根県の取り組みが進んだと思われる度合いを５段階で評価してください。なお、評価材料がなく判断ができない場合は数字「0」を記入してください。


問１８－２　上記の「体制の整備」の各事業項目（①～④）のうち、今後、最も優先的に推進していくべきと思われる事業を選択し、数字で記入してください。

　　　＿　
Ⅳ　その他
問１９　現在、県民・企業等から島根県に対して寄せられた寄附金を、県内のＮＰＯ法人・市民活動団体の活動支援に充てる「しまね社会貢献基金」制度があります。
①　この制度を活用するためには、あらかじめ基金登録団体として登録していただく必要がありますが、登録したいと思いますか。いずれか一つに○印をしてください。
１　既に登録している
２　今後、登録したいと思う
３　登録したいと思わない
　（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４　わからない
②　今後、この基金にもっと寄附金が集まり、また、県内のＮＰＯ活動支援に役立つようにするための提案があれば、お書きください。

問２０　県民いきいき活動の促進及びＮＰＯと行政との協働の推進等について、ご意見がありましたらご記入ください。


～ご協力ありがとうございました～

＜県民いきいき活動の普及・深化＞


評価（1～5、または0の数字を　　にご記入ください）


　　　①活動への関心喚起（関係機関と連携して、県民いきいき活動に関する様々な情報を収集するとともに、多様な手段により情報提供するなど）


　　　②活動機会の拡大(県民いきいき活動に対する機運醸成と活動への参加促進を図るため、参加しやすい環境づくりを促進、優れた活動の顕彰など)


　　　③団体・セクター支援（NPO向けのマネジメント等の専門研修、しまね社会貢献基金制度や低利融資制度などによる資金調達支援など）


　　　④支援の基盤強化（県全域の中間支援組織である（公財）ふるさと島根定住財団の専門スタッフの人材育成や支援メニューの充実など）








＜協働の普及・深化＞


評価（1～5、または0の数字を　　にご記入ください）


　　　①協働への関心喚起（協働に関する各種情報発信、総合相談窓口や協働推進員の配置による協働を促す雰囲気づくりや仕組みづくりなど）


　　　②協働機会の拡大（協働の担い手の出会いの場づくりや交流の機会を増やす。また、協働事業の推進など）


　　　③協働実践力の向上（モデル的な協働実践事業の実施、協働推進員によるコーディネートの機能を活用した情報の収集・提供等協働の効果が高まる環境づくりなど）


　　　④協働の基盤強化（協働の担い手である県民・企業・ＮＰＯ・行政等の情報共有や学びの機会を提供するための交流の場づくり、実践的な研修によりコーディネーターを養成する等、人材の育成など）








＜体制の整備＞


評価（1～5、または0の数字を　　にご記入ください）


　　　①県の取り組み（県機関相互の緊密な連携及び施策の調整。協働を推進する県職員の人材育成など）


　　　②市町村への働きかけ（地域における県民いきいき活動や協働が進むよう、　　　県・市町村で連携して環境整備に取り組むなど）


　　　③（公財）ふるさと島根定住財団（（公財）ふるさと島根定住財団（しまね県民活動支援センター）の機能の充実。特に、資金調達、人材育成、情報開示等に対する取り組みが実施できるよう支援する）


　　　④県民いきいき活動促進委員会（同委員会において、「県民いきいき活動の促進」及び「協働の推進」に関する施策の提言・助言・評価を行う。また、同委員会の活動を通じて県民等の意見を県の施策に反映させる）
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